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下表の介護保険料額(所得段階)は、平成29年度の市町村民税
の課税状況や合計所得金額などをもとに算定したものです。

介護保険課☎(888)5672

 

  
 

  
 

  

  

  

     

 
      

 
      

 
      

 
      

      

    

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

  

  

  

     

 
      

 
      

 
      

 
      

      

    

  

  

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

■平成29年度　65歳以上のかたの介護保険料

＊公的年金には、非課税年金(遺族年金、障害年金)を含みません。

●介護保険料普通徴収(金融機関や口座振替での納付)のかたは、７
月の第１期から３月の第９期までの年９回で納めていただきます

●４月以前から特別徴収(年金引き落とし)のかたや、８月までに特
別徴収になるかたには、はがきサイズの通知書をお送りします

●平成28年度中に65歳になったかたで、一定の条件に該当するか
たは、特別徴収に変わります

●５月以降に資格を喪失したかたにも納入通知書をお送りしま
す。29年度の保険料を納める場合や、納付済みの保険料が還付
される場合(別途通知します)があります

65歳以上のかたへ平成29年度分の介護保
険料納入通知書を６/27(火)にお送りします

認知症のかたやそのご家
族、地域のみなさんなど、誰も
が気軽に集う｢認知症カフェ｣
を下記の会場で実施します。

利用者同士の情報交換はも
ちろん、専門スタッフが認知
症の相談にも応じます。月１
回、３時間程度。参加費は各会
場で異なります。実施日時な
ど、詳しくは各連絡先へお問
い合わせください。

長寿福祉課☎(888)5668

　

＊｢認知症カフェ運営補助金｣の交付を
希望する団体を再募集！ 詳しく
は、長寿福祉課へお問い合わせを。



広報あきた　平成29年６月16日号15

介護保険課(市役所２階)にある｢申請
書｣｢課税状況の調査への同意書｣｢収入状
況等申告書｣に必要事項を記入の上、収
入･資産･預貯金･扶養状況を確認できる書
類と一緒に、同課へ提出してください。

同意書には、世帯全員の同意と押印が
必要です。

下記の６つの要件をすべて満たし、収
入や世帯状況などを勘案し、生計が困難
であると市が認めたかた。

①世帯全員が市民税非課税
②単身世帯で年間収入が150万円以下
(世帯員が１人増えるごとに50万円を
加算)

③単身世帯で預貯金などの額が350万円
以下(世帯員が１人増えるごとに100
万円を加算)

④日常生活に使う資産以外に活用できる
資産がない

⑤負担能力のある親族などに扶養されて
いない

⑥介護保険料を滞納していない

申
込

介護保険課(市役所２階)に置いてある｢申請書｣と預貯金などを確認できる書類(生活保護受
給者は不要)を、同課または河辺･雄和の各市民サービスセンター窓口へ提出してください

申請書は介護保険課ホームページからも入手できます。http://www.city.akita.akita.jp/city/wf/kg/futangenndo.htm

在宅サービス…訪問介護(※)、通所介護

(※)、短期入所生活介護(※)、定期巡回･随時

対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介

護、地域密着型通所介護、認知症対応型

通所介護(※)、小規模多機能型居宅介護(※)

施設サービス…特別養護老人ホーム

生活保護受給者の場合…在宅サービスの

短期入所生活介護(※)と施設サービスの特

別養護老人ホーム利用が対象で、居住費

(滞在費)の全額を軽減

介護保険負担限度額認定証　問い合わせu介護保険課認定担当☎(888)5675１
「認定証｣を提示すると、｢特別養護老人ホーム｣｢介護老人保健施設｣｢介護療養型医療施設｣

｢短期入所生活介護施設｣｢短期入所療養介護施設｣の居住費･食費の自己負担額が、下表のとお
り軽減されます。なお、短期入所は｢介護予防サービ
ス｣も対象になります。また、グループホームや小規
模多機能型居宅介護事業所などは対象外です。

現在｢認定証｣｢確認証｣をお持ちのかたは、７月31日(月)で期限が切れますので再度申請が必要です

介護サービス利用料を軽減！ ｢認定証｣｢確認証｣の申請を！

対
象
者

申
込

＊第１〜第３段階に該当する場合でも、世帯を別にしている配偶者が市民税の課税者である場合や、預貯金などの金
額が1,000万円(夫婦の場合は配偶者と合わせて2,000万円)を超える場合は対象となりません。

社会福祉法人利用者負担軽減確認証　問い合わせu介護保険課企画･給付担当☎(888)5672２
｢確認証｣を提示すると、社会福祉法人が提

供する右記の在宅･施設サービスの利用者負
担額の25％を軽減します(老齢福祉年金受給
者は50％を軽減)。
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ー
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※＝介護予防サービス費を含みます
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